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平素は、銚子商工信用組合に対しまして格別のご愛顧とお引立てを賜

りまして厚くお礼申し上げます。

皆様方には当組合の経営内容をより深くご理解いただくため「２００８デ

ィスクロージャー」を作成致しましたので、ご高覧いただきますようお

願い申し上げます。

平成１９年度のわが国経済は、前半は戦後最長の景気回復を続けました

が、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速懸念、原油を

中心とした資源価格高騰等の影響により、先行きの不透明感が増してま

いりました。さらに大都市と地方、大企業と中小企業の格差拡大が鮮明

となり、地方の中小企業者の業況は依然厳しいものがありました。

このような中、当組合は地域密着の営業を進め、組合員の皆様の多様

なニーズに対応し、健全経営に徹してまいりました結果、業務純益は８

億７３百万円となり、個別貸倒引当金を積極的に積み増しし、併せて貸出

金償却を行い、当期純利益は４億１６百万円を計上、自己資本は７７億５百万

円となり、自己資本比率は国内基準を大きく上回る８．１８％を確保するこ

とが出来ました。

平成２０年度は第１１次中期経営計画の初年度として、コンプライアンス

経営の推進を柱に、強靭な経営体質の確立を目指し、全役職員が一丸と

なりまして地域密着型金融の一層の推進に努めてまいります。さらに業

務の合理化・効率化を進め、組合員の皆様のご期待にそえますよう全力

を尽くしてまいりますので、今後ともご支援ご協力を賜りますようお願

い申し上げます。

平成２０年６月
理事長

ごあいさつ

事業方針

私たちは 礼儀を重んじ、約束を守り

誠意と情熱をもって行動します

■職員信条

「銚子商工」はその社会的責任と公共的使命を正しく

認識し、各種法令、社会的規範をはじめ、就業規則や服

務規律または内部事務規定を遵守し、金融業務の健全か

つ適切な運営を行い、地域社会の信用・信頼を得るよう

努めます。

コンプライアンス経営の推進

■経営方針

「銚子商工」は、地域金融機関として地域社会の最大

多数の最大幸福の実現のために奉仕し、地元及びお客様

より信頼される信用組合の確立に努めます。

地域社会の幸せづくりに奉仕する

■経営理念

１．健全経営・体質の強化

収益力の強化、営業態勢の強化、統合的リスク管理

態勢の構築、健全性の堅持により、お客様に信頼され、

選ばれる金融機関を目指します。

２．地域貢献

「健全経営・体質の強化」「人材育成」により、地域

に密着し貢献できる金融機関として態勢整備を行い、

取引先企業の支援、地域経済への貢献等に努め、地域

に必要とされる金融機関を目指します。

３．人材の育成

業務能力の強化、組織の活性化により、地域社会や

お客様の期待に応えられる「魅力ある人材」の育成を目

指します。

■基本方針

「銚子商工」は健全経営に努め、信頼される金融機関

として地域のため、地域の皆様と共に歩んでまいります。
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■昭和２８年１１月／銚子市陣屋町１３８番地にて銚子商工信

用組合創業 初代理事長田杭忠一

■昭和２９年１０月／本店移転（銚子市新生１丁目６９番地）

■昭和４２年１１月／本店新築移転（銚子市東芝町１番地の１５）

■昭和４７年１２月／山口七郎専務理事二代目理事長に就任

■昭和５０年２月／オフラインシステム稼動

■昭和５９年６月／オンラインシステム稼動

■昭和６３年１０月／外国通貨両替業務取扱い開始

■平成５年１０月／日銀歳入復代理店業務取扱い開始

■平成６年３月／国債窓販業務取扱い開始

■平成７年５月／新オンラインシステム稼動

■平成１２年５月／信組共同センターへ加盟

■平成１３年１２月／保険窓販業務取扱い開始

■平成１４年４月／植田久夫専務理事三代目理事長に就任

■平成１４年８月／千葉県商工信用組合より東金地区５店

舗の事業譲渡を受け、総営業店舗数２２

店舗とし新たにスタートする

■平成１５年１１月／創立５０周年を迎える

■平成１８年１２月／投信窓販業務取扱い開始

当組合のあゆみ（沿革）

「銚子商工」は、協同組織による組合員の皆様のための身近な金融機関として経営基盤の拡充強化、サービスの向

上に努めてまいりました。組合員の皆様をはじめ、お客様のご支援をいただき、次の業績を上げることができました。

平成１９年度 経営環境・事業概況

組合員増強に努めました結果、組合員は前年度より６０５

名増加し、３６，８９５名となり、出資金は６億９４百万円とな

りました。

組合員及び出資金

年金口座の獲得や創立５５周年記念預金の募集に努めま

した結果、期末残高は前年度より５４億４千万円増加し、

２，１２６億円となりました。

預金積金

資金の効率的運用と経費の削減に努めました結果、業

務純益８億７３百万円、当期純利益は４億１６百万円と良好な

結果となりました。自己資本は７７億５百万円となり、自

己資本比率は国内基準である４％を大きく上回る８．１８％

を確保いたしました。

収益状況

事業者向けの融資推進のため、千葉県信用保証協会と

の提携商品の新規取扱い及び住宅ローン、各種個人ロー

ンを積極的に推進いたしました結果、期末残高は前年度

より１５億円増加し、１，１０１億円となりました。

貸出金

法令等遵守体制

法令等遵守（コンプライアンス）とは、法令や社会規範等のルールを守ることと、社会一般的に求められる倫理やモラル、当組合内部の規定
等を守ることも含まれております。特に公共性の高い業務を行なう金融機関は、広く経済社会に貢献するという責任を負っており、より高度
なコンプライアンスの徹底が求められております。そこで当組合は、地域金融機関としての社会的使命を果たし、お客様の多様なニーズに応
えるきめ細かなサービスを提供し、地域社会の信頼を得ていくために、コンプライアンスを経営の最重要課題と位置づけ、当組合の経営理念、
倫理憲章、行動規範、並びに金融業務に関する遵守すべき主なルール等をマニュアル化したコンプライアンス・ハンドブックを作成、更にコ
ンプライアンス態勢の実現のための実践計画であるコンプライアンス・プログラムを毎年策定し、実践しております。またコンプライアンス
態勢の推進を徹底するため、コンプライアンス委員会を設置するとともに各部店にコンプライアンス担当者を任命し、全職員一丸となってコ
ンプライアンス重視の企業風土の醸成に努めてまいります。

リスク管理体制

金融自由化の進展により金融業務や商品の多様化、高度化が進み、信用リスク、事務リスク、金利リスク、流動性リスク、システムリスク
など金融機関にとってリスクが増大しております。こうした状況下、今後とも地域金融機関として健全経営を推進していくためには適切なリ
スク管理を行っていく必要があります。当組合では、「リスク管理の基本方針」に基づき、多岐にわたるリスクを総合的に管理するために「リ
スク管理委員会」を設置、リスク管理規程により健全な資産、負債のバランス、より良好なリスク管理体制の一層の充実に努めております。

法令等遵守体制・リスク管理体制

■信用リスク管理

信用リスクとは企業や個人への貸出が回収不

能、または利息取立不能になるリスクのことで

す。当組合では審査部門と営業推進部門を分離

させ、ポートフォリオ管理、厳正な自己査定に

より貸出資産の健全性の維持に努めておりま

す。また融資実務・財務分析研修をはじめとし

たさまざまな研修を行い、審査能力の向上に取

り組んでおります。

■事務リスク管理

事務リスクとは、事務上のミスや不正による

損失を受けることです。当組合では本部及び本

支店に対し、定期的に内部監査を実施し、事務

処理・管理状況を厳しくチェックしておりま

す。また事務取扱規程の遵守、事務指導・研修の

強化により、厳正な事務管理に努めております。

■市場リスク管理

市場リスクとは、金利・有価証券等の価格、

為替相場などの市場リスクの要因の変動によ

り、保有する資産価値が低下し損失を被るリス

クのことです。当組合ではALM委員会において

金融・経済動向や金利予測等について検証し、

各リスク対応策を講じるとともに、より健全な

資産、負債のバランス、収益確保及び管理体制

の充実に努めております。

■流動性リスク管理

流動性リスクとは予期せぬ資金の流出や市場

情勢等により資金調達が困難になるリスクのこ

とです。担当部である資金経理部において、運

用・調達、資金繰りの状況を的確に把握し、適

切な流動性資金の確保に努めております。

■システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステム

の障害または誤作動、システムの不備、不正利

用等により損失を受けることです。当組合は信

組共同センターのコンピュータシステムを利用

し、災害等に耐えうる安全性を確保しておりま

す。また組合内においても情報管理の徹底に努

めております。
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事業の組織

組織図 平成２０年４月１日現在
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総　代　会 総 　　代 

組  合  員 

監　事　会 常 勤 監 事  

常　勤　役　員　会 

理 事 長 植田 久夫

専務理事 伊東 輝侑

常務理事 飯田 靖宣

常勤理事 篠塚 春雄

常勤理事 平津 晃

常勤理事 金子 芳則

理 事 岡田知之助

理 事 平沼 衛

理 事 田杭 宏行

理 事 石上 藤太

理 事 関谷 善朗

理 事 泉 功

常勤監事 山口 和紀

監 事 仲田 博史

監 事 小田島國博
（員外監事）

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名） 平成２０年６月２６日現在

4



当組合は、最高意思決定機関として、総会に代わる総代会を設けております。総代会は、組合員の中から
選挙で選ばれた総代で組織され、総代は定款および総代選挙規程の定める方法によって各支店地区それぞれ
の組合員の中から選任されます。総代の定数は１００人以上１２０人以内、任期は３年と規定されております。
総代会は、毎年事業年度終了後３ヶ月以内に開催される通常総代会と、他に臨時総代会があります。総代会
では、議事として、定款の変更、理事・監事の選任等、当組合の運営に関する重要な事項について上程され
ます。その議事は、総代会での審議ののち議決されますが、議決に必要な定数は、総代の過半数以上が出席
し、その議決権の過半数の賛成を要します。定款の変更等特別の議事については、その議決権の３分の２以上
の多数による議決を要すこととなっております。したがって総代会は組合員一人一人の意見が当組合の経営
に反映されるよう、組合員の中から適正な手続きにより選任された総代によって運営される最高意思決定機
関であります。
このように、当組合の運営について総代会は重要な位置付けにあります。

総代会について

総代会の仕組み

総代のみなさま
（敬称略・順不同）平成２０年５月３１日現在

総代会の報告・決議事項

平成２０年６月２６日開催の第５５回通常総代会において、

次の報告ならびに決議事項が付議され、決議事項につい

ては、それぞれ原案通り承認可決されました。

〈報告事項〉 平成１９年４月１日より平成２０年３月３１日に至

る第５５期事業報告、貸借対照表および損益

計算書の内容報告の件

〈決議事項〉

第１号議案 第５５期剰余金処分案の承認を求める件

第２号議案 第５６期事業計画および収支予算案の承認を

求める件

第３号議案 理事および監事の報酬の承認を求める件

第４号議案 理事および監事全員任期満了につき改選の

件

第５号議案 退任役員に対する退職慰労金贈呈の件

第６号議案 組合員脱退の件

３６，８９５３６，２９０合 計

２，９１７２，８５７法 人

３３，９７８３３，４３３個 人

平成19年度末平成18年度末区 分

組合員の推移 （単位：人）

小関 智之

秋山

支
店
地
区

八

街

加瀬平四郎

飯倉 基正

片山 勲

蛭田 稔

加瀬 孝雄

辻 隆明

石毛 光治

伊藤 哲郎

日野 寛

門脇瑛太郎

鈴木 頼光

土川 峰仙

加瀬 照雄

鈴木 一

鈴木 峰雄

仲條 一夫

新井 道源

椎名 一雄

�� 宏和

川口 勝男

干
潟
支
店
地
区

鶴嶋 亀男

津軽 栄一

小林 正徳

菅谷栄次朗

�橋 秀治

室田 謙一

原野 正雄

角田万寿男

前田 泰弘

宮本 和一

関根 誠

小林 利弘

長島 彪

鈴木 三郎

柏木 幹雄

篠塚 友孝

出口 亘男

郡司 茂

�橋 泰美

文山 吉克

佐
原
支
店
地
区

宮川 勝弘

浅田 栄一

宮川 英夫

加瀬 久男

江畑 徳元

垣内 幸夫

嶋田 一

佐野 幸雄

飯嶋 正和

小島 弥平

滑川 栄治

佐竹 貞夫

宮� 裕光

古川 明

岡野 尉

猿田 正城

林 寛躬

篠塚 文夫

岡部 隆夫

田谷長太郎

東
庄
支
店
地
区

片倉 透

田中徳治郎

八木 新八

小西 康司

奈村 一雄

勝浦 敏雄

戸谷 隆洋

岡根 清

名雪 金穣

櫻井 隆

石毛 誠

桜井喜一郎

田杭 和彦

山口 紘

名雪 順夫

丁子源三郎

林 晃作

伊藤 正信

平野 高志

山口 勇治

愛
宕
支
店
地
区

江畑 修一

大川 豊二

谷口栄太郎

網中 博

宮内 栄一

辻野 貞治

渡辺 勧智

長谷川彰一

山本 耕一

遠藤 孝二

宮内 政悦

美呂津太兵衛

宮内 滋男

徳元 敏男

大川 誠一

齋藤 正一

宮内 勝義

新
生
支
店
地
区 伊藤 信義

小川 和雄

支
店
地
区

九
十
九
里

飯
岡
支
店
地
区

椎
柴
支
店
地
区

松
岸
支
店
地
区 西村 康明

小川 敏彦

支
店
地
区

東

金

斉藤 明夫

内田三十四

支
店
地
区

富

里

支
店
地
区

海

上

仲村 和雄

三好 皓

支
店
地
区

横

芝

小
見
川
支
店
地
区

三
崎
支
店
地
区

本
店
地
区

旭
支
店
地
区

清
水
支
店
地
区

金子平太郎

永尾 鎮機

細田 清巳

後藤 武夫

岩立 俊男

柏
・
松
戸
支
店
地
区

川
口
支
店
地
区

加瀬 忠一
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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。



２２１，３３８，０８２２１５，８１１，５４３資 産 の 部 合 計

（△２，９５１，０７３）（△３，１５３，４４７）（うち個別貸倒引当金）

△３，５８４，９５５△３，６０５，３３２貸 倒 引 当 金

２１５，８０５３６１，９５４債 務 保 証 見 返

９７１，０００１，００６，０００繰 延 税 金 資 産

１４，４８９１４，４８９その他の無形固定資産

４，１７８６，２３１ソフトウェア

１８，６６７２０，７２０無 形 固 定 資 産

２５８，８１９２４６，５３９その他の有形固定資産

２，０２９，７９４２，０３１，７４７土 地

１，０４８，４４６１，１１２，４７５建 物

３，３３７，０６０３，３９０，７６３有 形 固 定 資 産

３９７，６３８３６，７７２その他の資産

６３１，０８８４９９，９１１未 収 収 益

１０５，０００１０５，０００商工中金出資金

８５６，７００８５６，７００全信組連出資金

１０，４４２１６，１０７未決済為替貸

２，０００，８６９１，５１４，４９１そ の 他 資 産

３，３２３，３５９３，５８０，３４９当 座 貸 越

９２，２７５，７００８９，０８７，１６８証 書 貸 付

１３，３０６，４９３１４，３９５，５００手 形 貸 付

１，２１５，１４４１，５４９，３３８割 引 手 形

１１０，１２０，６９６１０８，６１２，３５６貸 出 金

１，６６６，８３７１，５３２，９４５その他の証券

７１７，１０１８４６，１２０株 式

３４，１３９，４３２２７，６７１，７２８社 債

１，９０３，３８５１，７９２，８６０地 方 債

１７，５１７，５７７２１，８４２，９６０国 債

５５，９４４，３３３５３，６８６，６１４有 価 証 券

８０，２１５８７，５４５買 入 金 銭 債 権

４８，７５６，０１９４７，８８０，３０３預 け 金

３，４７８，３７０２，８５６，１２５現 金

平成19年度平成18年度（資産の部）

金 額科 目

２２１，３３８，０８２２１５，８１１，５４３負債及び純資産の部合計

７，１３７，２６６７，１４８，０８７純資産の部合計

△８４７，０３５△４１０，９３７評価・換算差額等合計

△８４７，０３５△４１０，９３７その他有価証券評価差額金

７，９８４，３０１７，５５９，０２５組合員勘定合計

４３５，３５８７２，４４５当期未処分剰余金

（７８，５２６）（７５，６８３）（退職給与積立金）

（２，４００，０００）（２，４００，０００）（諸償却準備積立金）

６，１８８，５２６６，１８５，６８３特別積立金

６，６２３，８８４６，２５８，１２８その他利益剰余金

６６６，１４９６３４，７４８利 益 準 備 金

７，２９０，０３３６，８９２，８７６利 益 剰 余 金

６９４，２６８６６６，１４９普 通 出 資 金

６９４，２６８６６６，１４９出 資 金

（純資産の部）

２１４，２００，８１６２０８，６６３，４５６負 債 の 部 合 計

２１５，８０５３６１，９５４債 務 保 証

２，５６５偶発損失引当金

７２，７０６睡眠預金払戻損失引当金

８８，９３９役員退職慰労引当金

３７６，６０６３８１，０３１退職給付引当金

４，５００役員賞与引当金

１４３，３７１１２５，９１７賞 与 引 当 金

７３，００５２０６，１８８その他の負債

２２２４９払 戻 未 済 金

１３１，２９５１３０，２２８前 受 収 益

１１１，４５９７８，６６７未払法人税等

１２，５８９９，４９４給付補てん備金

３２９，３７３１７０，４３８未 払 費 用

３５，８６４４５，９２６未決済為替借

６９３，８０８６４０，９９１そ の 他 負 債

４５７，９５６１７１，６６５その他の預金

１１，３２０，５０７１２，３５１，８５７定 期 積 金

１３７，６９１，１３５１３２，５６３，７６８定 期 預 金

１８８，３１８３７，５４７通 知 預 金

６１，３７５，２９２５９，９４４，５７７普 通 預 金

１，５６９，３０３２，０８４，１４４当 座 預 金

２１２，６０２，５１３２０７，１５３，５６１預 金 積 金

平成19年度平成18年度（負債の部）

金 額科 目

貸借対照表 （単位：千円）

経理・経営内容
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４３５，３５８７２，４４５当期未処分剰余金

１１，７５０退職給与積立金取崩額

１，０００，０００諸償却準備積立金取崩額

１８，７７５１４２，２３２前 期 繰 越 金

４１６，５８３△１，０８１，５３７当 期 純 利 益

３５，０００△１３，０００法人税等調整額

１１９，２４５８６，９５０法人税、住民税及び事業税

５７０，８２９△１，００７，５８６税引前当期純利益

７８，５２６その他の特別損失

３，１０２減 損 損 失

６，０８４５，８６４固定資産処分損

８７，７１２５，８６４特 別 損 失

４６，８０３６７，９１１償却債権取立益

１９固定資産処分益

４６，８０３６７，９３１特 別 利 益

平成19年度平成18年度科 目

（注）

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記につ

いては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．出資１口当りの当期純利益 ６１５円１７銭

３．「その他経常費用」には、睡眠預金払戻損失引当金繰入額７２，７０６千円が含ま

れております。

４．「その他の特別損失」は、役員退職慰労引当金繰入額７８，５２６千円でありま

す。

損益計算書 （単位：千円）

６１１，７３８△１，０６９，６５３経 常 利 益

８２，３４８１０，０１９その他の経常費用

１２４４その他資産償却

１１５，２９８株 式 等 償 却

１，８３０８，６０９株式等売却損

６５，２１７１，４６０，８８７貸 出 金 償 却

２２３，２９７８５３，５５４貸倒引当金繰入額

４８８，００６２，３３３，１１３その他経常費用

３９，５００４０，１２３税 金

８９８，７６９８９４，８３４物 件 費

１，８９０，２２１１，８６２，３８０人 件 費

２，８２８，４９１２，７９７，３３８経 費

３，２２６１３その他の業務費用

３４，８０８１３７，８９５国債等債券売却損

３８，０３４１３７，９０９その他業務費用

２２６，１３２２１３，６６０その他の役務費用

３９，６２９３７，８１４支払為替手数料

２６５，７６２２５１，４７５役務取引等費用

００その他の支払利息

１０，５３４５，０２２給付補てん備金繰入額

５４８，０５３２０１，４２５預 金 利 息

５５８，５８９２０６，４４９資 金 調 達 費 用

４，１７８，８８３５，７２６，２８６経 常 費 用

７，４９３２３，３１９その他の経常収益

４７，３０９１３８，１５３株式等売却益

５４，８０３１６１，４７３その他経常収益

２４，１６６２１，３８７その他の業務収益

６５，５６７６６，６４１国債等債券売却益

４２５３７外国為替売買益

９０，１５９８８，０６６その他業務収益

１１７，９０１１３３，０８９その他の役務収益

９４，６８２９３，９８３受入為替手数料

２１２，５８４２２７，０７２役務取引等収益

４０，７７７４０，８４９その他の受入利息

４８９，２０４５１８，２１１有価証券利息配当金

４１４，２３４３０５，６７２預 け 金 利 息

３，４８８，８５９３，３１５，２８５貸 出 金 利 息

４，４３３，０７５４，１８０，０２０資 金 運 用 収 益

４，７９０，６２２４，６５６，６３２経 常 収 益

平成19年度平成18年度科 目

６５，４１９，７８２１８，７７５，６０１次 期 繰 越 金

（４００，０００，０００）（諸償却準備積立金）

（２，８４３，０００）（退職給与積立金）

４００，０００，０００２，８４３，０００特 別 積 立 金

２８，１１９，０００３１，４０１，０００利 益 準 備 金

（年３．０％の割合）（年３．０％の割合）

２０，３４６，２１７１９，４２５，４３６出資に対する配当金

４４８，４６５，２１７５３，６６９，４３６剰 余 金 処 分 額

７８，５２６，０００退職給与積立金取崩額

４３５，３５８，９９９７２，４４５，０３７当期未処分剰余金

平成19年度平成18年度科 目

剰余金処分計算書 （単位：円）
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貸借対照表の注記事項
１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記

については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による

償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては期

末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、

時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法によ

り行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資

産直入法により処理しております。

３． 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に

取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しておりま

す。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 １５年～４７年

動 産 ５年～８年

（会計方針の変更）

平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日以後に取得した有形固

定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却

費を計上しております。この変更により、経常利益及び税引前当期純利益

は、従来の方法によった場合に比べ１百万円減少しております。

（追加情報）

当期より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、

償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間

で均等償却しております。なお、これにより従来に比べ経常利益及び税引

前当期純利益は、９百万円減少しております。

４． 無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社

利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５年）に基

づいて償却しております。

５． 外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付し

ております。

６． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し

ております。破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債

務者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務

者（以下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の帳簿

価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今

後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認

める額を計上しております。上記以外の債権については、一定の種類毎に

分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績

率等に基づき引当てております。

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の

下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の

引当を行っております。

なお、債務者区分で破綻先及び実質破綻先に対する担保付債権につ

いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる

額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、

その金額は９，１１９百万円であります。但し分類額がⅣ分類で１千万円以上

の債権について限定しております。

７． 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する

賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

８． 役員賞与引当金は役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する

賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

９． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異は発生しておりません。また、過去勤務債務

及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務 発生しておりません。

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の

一定年数（１０年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

また、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制

度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する

年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への

拠出額を退職給付費用として処理しております。

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出

等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであ

ります。

（１） 制度全体の積立状況に関する事項（平成１９年３月３１日現在）

年金資産の額 ４０６，６８１百万円

年金財政計算上の給付債務の額 ３４７，７８１百万円

差引額 ５８，９００百万円

（２） 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合

（自平成１８年４月１日至平成１９年３月３１日）

１．３７１％

（３） 補足説明

上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務

残高２１，３８６百万円及び別途積立金８０，２８６百万円であります。本制

度における過去勤務債務の償却方法は期間１３年の元利均等償却

であり、当組合は、当期の財務諸表上、特別掛金１０２百万円を費用

処理しております。

なお、特別掛金の額は、あらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時

の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記（２）の割合は当

組合の実際の負担割合とは一致しません。

１０．（会計方針の変更）

従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員

退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査

・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日）が平成１９年４月１日以後

開始する事業年度から適用されることに伴い、当期から同報告を適用し、役

員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給

見積額のうち、当期末までに発生していると認められる額を役員退職慰労

引当金として計上しております。

これにより、従来の方法に比べ、経常費用は１０百万円、特別損失は７８百

万円それぞれ増加し、経常利益は１０百万円、税引前当期純利益は８８百万

円それぞれ減少しております。

１１．（会計方針の変更）

利益計上した睡眠預金の預金者への払戻損失は、従来払戻時の費用

として処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年

４月１３日）が平成１９年４月１日以後開始する事業年度から適用されることに

伴い、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払

戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を

睡眠預金払戻損失引当金として計上しております。

これにより、従来の方法に比べ経常費用が７２百万円増加し、経常利益、

税引前当期純利益はそれぞれ同額減少しております。

１２． 平成１９年１０月１日から信用保証協会保証付きの新規融資を対象に責任

共有制度が導入がされたことに伴い、信用保証協会の責任共有制度によ

る負担金の将来における支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を偶

発損失引当金として計上しております。

これにより、従来の方法に比べ経常費用が２百万円増加し、経常利益、

税引前当期純利益はそれぞれ同額減少しております。

１３． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。

１４． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

１５． 貸出金のうち、破綻先債権額は２７５百万円、延滞債権額は９，２６１百万円

であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令

（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又

は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予

した貸出金以外の貸出金であります。

１６． 貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は１１６百万円であります。

なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の

翌日から３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。

１７． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１，８６５百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

１８． 破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は１１，５１７百万円であります。

なお、１５．から１８．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額でありま

す。

１９． 有形固定資産の減価償却累計額 ３，４１１百万円

２０． 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総

額 １６８百万円

２１． 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業

用車両についてリース契約により使用しています。

２２． 手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処

理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形及び荷付

為替手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有し

ておりますが、その額面金額は１，２１５百万円であります。

２３． 担保に提供している資産は、次のとおりであります。

担保提供している資産 預 け 金 １００百万円

有価証券 １百万円

担保資産に対応する債務 預 金 １８４百万円

上記のほか、全信組連への為替取引等のために、預け金６，２２６百万円を

担保提供しております。

２４． 出資１口当たりの純資産額 １０，２８０円２７銭
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当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５

条の８第３項に規定する「特定信用組合」に該当しております

ので、「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」等に

つきましては、会計監査人である「新日本監査法人」の監査

を受けております。

法定監査の状況

私は当組合の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの

第５５期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余

金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有

効性を確認いたしました。

平成２０年６月２７日
銚 子 商 工 信 用 組 合
理事長 植 田 久 夫

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

２５． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。こ

れらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれて

おります。以下３０．まで同様であります。

（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの（単位：百万円）

１３１１４１０１４，８０２４，７００合 計

１３０△１２４８７５００そ の 他

５８５８３，４５８３，３９９社 債

１５１５３１５３００地 方 債

４０４０５４１５０１国 債

う ち 損う ち 益差 額時 価計 上 額

貸借対照表

（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。

（４）その他有価証券で時価のあるもの（単位：百万円）

９４５９８△８４７５１，２１９５２，０６６合 計

２７５△２７５１，１６６１，４４１そ の 他

７６６２△１４３０，７３９３０，７５４社 債

１５３１，６０３１，５９９地方債

３３７１４△３２３１７，０１６１７，３３９国 債

４１６８２△３３４４９，３５９４９，６９３債 券

２５４１６△２３７６９３９３１株 式

計 上 額

う ち 損う ち 益評価差額貸借対照表取得原価

注① 上記の評価差額△８４７百万円が、「その他有価証券評価差額

金」に含まれております。

注② 当期において、その他有価証券で時価のある株式等について

１１５百万円減損処理を行っております。

なお、「時価が著しく下落した」と判断する基準は以下のとおりです。

ア．評価損率５０％以上の銘柄は全銘柄

イ．評価損率３０％以上５０％未満の銘柄は

・債券については、外部の格付機関による長期格付がBB以

下まで格下げされた場合

・株式については、債券同様に外部の格付機関による長期格

付がBB以下となった場合、または３期連続赤字計上された

場合

・過去１年間を通じ、時価が取得原価の７０％未満となっている

場合

２６．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

２７．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却価額 売却益 売却損

２１，５０７百万円 １１２百万円 ３６百万円

２８．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次の

とおりであります。

・満期保有目的の債券で時価のないものはありません。

・その他有価証券

非上場株式 ２４百万円

２９． 当期中に満期保有目的の債券の保有目的は変更致しておりません。

３０． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間

毎の償還予定額は次のとおりであります。（単位：百万円）

３，０８３３，４６９３１，８５１１６，００７合 計

８５２そ の 他

１，０５４２４，０８１９，００３社 債

３００１，３０３２９９地方債

３，０８３２，１１５５，６１４６，７０４国 債

３，０８３３，４６９３０，９９９１６，００７債 券

１０年以内５年以内

１０ 年 超５ 年 超１ 年 超１年以内

３１． 金銭の信託の保有はありません。

３２． 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）および消費寄託契約により貸

し付けている有価証券はありません。

３３． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資

実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな

い限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、３９，８３３百万円であり、これには総合

口座の当座貸越限度額未実行残高も含まれております。このうち原契約期

間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが３９，８３３

百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、

融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影

響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受

けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付

けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等

の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続

きに基づき顧客の状況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全

上の措置等を講じております。

３４． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度額超過額 ２，０３４百万円

その他有価証券評価差額金 ２９３

退職給付引当金損金算入限度額超過額 １１７

減価償却費損金算入限度超過額 ６５

賞与引当金損金算入限度超過額 ４４

固定資産の減損損失 ２３

その他 １２６

繰延税金資産小計 ２，７０４

評価性引当額 △１，７０３

繰延税金資産合計 １，００１

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △３０

繰延税金負債合計 △３０

繰延税金資産の純額 ９７１百万円

３５．（会計方針の変更）

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号平成１８年８月１１

日）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第１４号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部

改正され（平成１９年６月１５日付及び同７月４日付）、金融商品取引法の施

行日以後に終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期

から改正会計基準及び実務指針を適用しております。

9
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２６３２７５２９１３０２３０４職 員 数

２０，３４６１９，４２５１８，７８０１８，３２４３０，００７出資に対する配当金

６９４，２６８６６６，１４９６３４，７４８６１８，２８９６０５，９１２出 資 総 口 数

６９４，２６８６６６，１４９６３４，７４８６１８，２８９６０５，９１２出 資 総 額

８．１８８．２９７．７８８．７３８．３６自己資本比率（単体）

７，１３７，２６６７，１４８，０８７７，８１５，６７９９，０７７，５５０８，６８３，７７０純 資 産 額

２２１，３３８，０８２２１５，８１１，５４３２１３，６９０，５５４２０７，５９０，１５７２０１，１３９，７８５総 資 産 額

５５，９４４，３３３５３，６８６，６１４５５，４２６，０５３４８，７５５，８３６４０，９６２，８２８有 価 証 券 残 高

１１０，１２０，６９６１０８，６１２，３５６１０８，９５４，１２０１０５，１７１，９７７１０４，８３７，２７８貸 出 金 残 高

２１２，６０２，５１３２０７，１５３，５６１２０４，５０２，６３０１９７，２３１，４３２１９１，２１３，６４１預 金 積 金 残 高

４１６，５８３△１，０８１，５３７２０，９９３２６３，８５８２０１，２０８当 期 純 利 益

６１１，７３８△１，０６９，６５３２１６，３４２３２２，０７０２７１，１１６経 常 利 益

４，７９０，６２２４，６５６，６３２４，３６６，４３７４，２６２，２６２４，１２９，８０２経 常 収 益

平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度平成15年度区 分

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。

２．「自己資本比率（単体）」の平成１８、１９年度計数は、平成１８年金融庁告示第２２号により算出しております。

口 口 口 口 口

人 人 人 人 人

％ ％ ％

主要な経営指標の推移 （単位：千円）

％％

５８８，４３５４５１，８８５補 完 的 項 目 （Ｂ）
４５，４４６補 完 的 項 目 不 算 入 額 （△）

期限付劣後債務及び期限付優先出資
負 債 性 資 本 調 達 手 段

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
６３３，８８２４５１，８８５一 般 貸 倒 引 当 金

土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の 45%相当額

７，１１６，９２０７，１２８，６６１基 本 的 項 目 （Ａ）

証券化取 引 に よ り 増 加 し た
自 己 資 本 に 相 当 す る 額 （△）

企 業 結 合 に よ り 計 上 さ れ る
無 形 固 定 資 産 相 当 額 （△）

の れ ん 相 当 額 （△）
営 業 権 相 当 額 （△）

８４７，０３５４１０，９３７その他有価証券の評価差損（△）
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金
自 己 優 先 出 資 （△）
そ の 他

６５，４１９１８，７７５次 期 繰 越 金
６，５１０，０００６，１８８，５２６特 別 積 立 金
６９４，２６８６６６，１４９利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
優 先 出 資 申 込 証 拠 金
非 累 積 的 永 久 優 先 出 資

６９４，２６８６６６，１４９出 資 金
（ 自 己 資 本 ）

平成19年度平成18年度項 目

（注）「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資
産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合
は国内基準を採用しております。

自己資本の充実状況 （単位：千円）

８．１８％８．２９％単体自 己 資 本 比 率 （Ｅ/Ｆ）
７．５５％７．８０％単 体 T i e r 1 比 率 （Ａ/Ｆ）

９４，１４９，７１９９１，３７５，０８８リスク・アセット等計 （Ｆ）

７，３７３，３８７７，２７９，１６２
オペレーショナル・リスク相当額
を ８ ％ で 除 し て 得 た 額

１３２，９５０２４８，３４２オフ・バランス取引等項目
８６，６４３，３８１８３，８４７，５８４資産（オン・バランス）項目

（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）
７，７０５，３５６７，５８０，５４６自 己 資 本 額（Ｃ）－（Ｄ）＝（Ｅ）

控 除 項 目 計 （Ｄ）
控 除 項 目 不 算 入 額 （△）

基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる
証券化エクスポージャー及び信用補完機能を持つI/Oス
トリップス（告示第２２３条を準用する場合を含む）

非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク
削減手法として用いる保証又はクレジット・
デリバティブの免責額に係る控 除 額

期限付劣後債務及び期限付優先出
資並びにこれらに準ずるもの

負 債 性 資 本 調 達 手 段
及 び こ れ に 準 ず る も の

他の金融機関の資本調達手段の
意 図 的 な 保 有 相 当 額

７，７０５，３５６７，５８０，５４６自己資本 総 額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）
平成19年度平成18年度項 目

１．７９１．８３業 務 粗 利 益 率

３，８７３，４３３３，８９９，３２５業 務 粗 利 益

５２，１２５△４９，８４３そ の 他 業 務 収 支

３８，０３４１３７，９０９その他業務費用

９０，１５９８８，０６６その他業務収益

△５３，１７８△２４，４０３役 務 取 引 等 収 支

２６５，７６２２５１，４７５役務取引等費用

２１２，５８４２２７，０７２役務取引等収益

３，８７４，４８６３，９７３，５７１資 金 運 用 収 支

５５８，５８９２０６，４４９資 金 調 達 費 用

４，４３３，０７５４，１８０，０２０資 金 運 用 収 益
平成19年度平成18年度科 目

（注）１．資金調達費用は、金銭信託等運用見合費用（１８年度０千円、１９年度０千円）を控

除して表示しております。

２．業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×１００

％ ％

粗利益 （単位：千円）

２２０，７３４２０８，００２その他の役務取引等費用

５，３９７５，６５７その他の支払手数料

３９，６２９３７，８１４支払為替手数料

２６５，７６２２５１，４７５役務取引等費用

その他の役務取引等収益

１１７，９０１１３３，０８９その他の受入手数料

９４，６８２９３，９８３受入為替手数料

２１２，５８４２２７，０７２役務取引等収益

平成19年度平成18年度科 目

８７３，３５７１，０１６，４５６業 務 純 益

平成19年度平成18年度項 目

役務取引の状況

業務純益

（単位：千円）

（単位：千円）

経理・経営内容
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２，８２８，４９１２，７９７，３３８経 費 合 計

３９，５００４０，１２３税 金

１７０，０６６１６７，６１７そ の 他

１３２，３４６１３４，１００減 価 償 却 費

２２，２８９２３，２４３人 事 厚 生 費

８５，６０５７９，８４４事 業 費

１７１，３５８１４９，３８４固 定 資 産 費

３１７，１０３３４０，６４４事 務 費

８９８，７６９８９４，８３４物 件 費

２１５，４３８２１７，７９８そ の 他

１２６，８７９１４２，０６６退職給付費用

１，５４７，９０３１，５０２，５１５報酬給料手当

１，８９０，２２１１，８６２，３８０人 件 費

平成19年度平成18年度項 目

経費の内訳 （単位：千円）

３５２，１４０１４３，８１１支 払 利 息 の 増 減

２５３，０５５２７３，４３１受 取 利 息 の 増 減

平成19年度平成18年度項 目

受取利息および支払利息の増減 （単位：千円）

０．１８△０．４９総資産当期純利益率

０．２７△０．４９総 資 産 経 常 利 益 率

平成19年度平成18年度区 分

（注）総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
×１００

総資産利益率 （単位：％）

０．４６０．５２資 金 利 鞘（ａ－ｂ）

１．５９１．４４資金調達原価率（ｂ）

２．０５１．９６資 金 運 用 利 回（ａ）

平成19年度平成18年度区 分

総資金利鞘等 （単位：％）

２５．０３２４．９２（期中平均）
預 証 率

２６．３１２５．９１（期 末）

５１．０１５２．４４（期中平均）
預 貸 率

５１．７９５２．４３（期 末）

平成19年度平成18年度区 分

預貸率および預証率 （単位：％）

５，００５４，９３６１店舗当りの貸出金残高

９，６６３９，４１６１店舗当りの預金残高

平成19年度末平成18年度末区 分

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

４１８３９４職員１人当りの貸出金残高

８０８７５３職員１人当りの預金残高

平成19年度末平成18年度末区 分

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

１店舗当りの預金および貸出金残高

職員１人当りの預金および貸出金残高

（単位：百万円）

（単位：百万円）

０．０００２１９年度

う ち

借 用 金

０．０００２１８年度

１９年度

う ち

譲渡性預金

１８年度

０．２６５５８，５８８２１２，１３０１９年度

う ち

預 金 積 金

０．０９２０６，４４８２０７，５５１１８年度

０．２６５５８，５８９２１２，１３２１９年度

資 金 調 達

勘 定

０．０９２０６，４４９２０７，５５４１８年度

０．９２４８９，２０４５３，１１０１９年度

う ち

有 価 証 券

１．００５１８，２１１５１，７３７１８年度

１９年度

う ち

金融機関貸付等

１８年度

０．７７４１４，２３４５３，５６４１９年度

う ち

預 け 金

０．５９３０５，６７２５１，０７０１８年度

３．２２３，４８８，８５９１０８，２１８１９年度

う ち

貸 出 金

３．０４３，３１５，２８５１０８，８５４１８年度

２．０５４，４３３，０７５２１５，９３８１９年度

資 金 運 用

勘 定

％１．９６千円４，１８０，０２０百万円２１２，７１８１８年度

利回り利 息平均残高年度科 目

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１８年度５３２百万円、１９年度５７２百万円）を、資

金調達勘定は金銭信託等運用見合額の平均残高（１８年度０百万円、１９年度０百万円）お

よび利息（１８年度０千円、１９年度０千円）を、それぞれ控除して表示しております。

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

１９年度末
デリバティブ等商品

１８年度末

１９年度末
金銭の信託

１８年度末

△７４５５６，０４６５６，７９１１９年度末
有 価証 券

△３６３５３，７３４５４，０９７１８年度末

評価損益時 価取得価格または契約価格項 目

（注）１．「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会：

平成１１年１月２２日）に定める時価に基づいて表示しております。なお、時価のないも

のについては、帳簿価格で表示しております。

２．デリバティブ等商品とは、当組合が保有する金融先物商品やデリバティブ商品（協

同組合による金融事業に関する法律施行規則第４１条第１項第５号に掲げる取引）

です。

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益（単位：百万円）

９０８８その他業務収益合計

２４２１その他の業務収益

金融派生商品収益

国債等債券償還益

６５６７国債等債券売却益

商品有価証券売買益

００外国為替売買益

平成19年度平成18年度項 目

その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

オフバランス取引の状況

該当事項なし

先物取引の時価情報

該当事項なし
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１００．００２１２，１３０１００．００２０７，５５１合 計

その他の預金

譲 渡 性 預 金

６９．１１１４６，６１６６９．２３１４３，６８８定 期 性 預 金

３０．８８６５，５１４３０．７７６３，８６３流 動 性 預 金

構成比金 額構成比金 額
種 目

平成19年度平成18年度

１００．００２１２，６０２１００．００２０７，１５３合 計

０．３６７８５０．４０８２６公 金

０．１６３５１０．０９１９１金 融 機 関

９．７６２０，７６５９．９６２０，６３９一 般 法 人

１０．３０２１，９０２１０．４５２１，６５６法 人

８９．６９１９０，６９９８９．５５１８５，４９７個 人

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成19年度末平成18年度末

９７１０４財形貯蓄残高

平成19年度末平成18年度末項 目

預金種目別平均残高

財形貯蓄残高

預金者別預金残高

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

９，５８６１０，８３９合 計

１１４１３４そ の 他

１５７１７６独立行政法人 福祉医療機構

独立行政法人 雇用・能力開発機構

９，０６２１０，１３４住 宅 金 融 支 援 機 構

１７０１８７国 民 生 活 金 融 公 庫

４７中 小 企 業 金 融 公 庫

５８５９商 工 組 合 中 央 金 庫

１７１４２全国信用協同組合連合会

平成19年度末平成18年度末区 分

代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

２，４１６２，４８９２，６３１２，６５９他の金融機関から
代金取立

８０２７８３８２７７他の金融機関向け

１７３，３７１２８５，９３３１７７，１８０２７４，６９５他の金融機関から
送金・振込

１７９，０２５２０９，５５７１８６，２４５２０６，２８５他の金融機関向け

金 額件 数金 額件 数
区 分

平成19年度末平成18年度末

内国為替取扱実績 （単位：百万円）

１，４０８４２７合 計

２８３６９貿 易 外

１２２５２輸 入

１，００２３０６輸 出

１，１２４３５８貿 易

平成19年度平成18年度区 分

外国為替取扱高

当組合の子会社

（注）地方債、政府保証債は取り扱っておりません。

公共債引受額（単位：千ドル） （単位：百万円）

５７１７５９国 債

平成19年度平成18年度項 目

５７１７５７国債・その他公共債

平成19年度平成18年度項 目

公共債窓販実績 （単位：百万円）

該当事項なし

外貨建資産残高 （単位：千ドル）

１１２３外 貨 建 資 産 残 高

平成19年度平成18年度項 目

資金調達

その他業務

国際業務 証券業務

当組合の子会社

１３７，６９１１３２，５６３合 計

その他の定期預金

１７０２０４変動金利定期預金

１３７，５２０１３２，３５９固定金利定期預金

平成19年度末平成18年度末区 分

定期預金種類別残高 （単位：百万円）

（注）住宅金融支援機構は、旧住宅金融公庫です。
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１００．００１０８，２１８１００．００１０８，８５４合 計

３．１５３，４１４３．３４３，６３６当 座 貸 越

８３．１１８９，９４４８１．６４８８，８７０証 書 貸 付

１２．３８１３，４０５１３．７２１４，９２９手 形 貸 付

１．３４１，４５３１．３０１，４１９割 引 手 形

構成比金 額構成比金 額
科 目

平成19年度平成18年度

１００．００５３，１１０１００．００５１，７３７合 計

１．７２９１４０．７０３６３その他の証券

１．９１１，０１６２．０８１，０７７外 国 証 券

１．８６９８８１．３１６７８株 式

５５．９６２９，７２５５２．１１２６，９５８社 債

短 期 社 債

３．７６２，０００４．３０２，２２４地 方 債

３４．７６１８，４６５３９．５０２０，４３７国 債

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成19年度平成18年度

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

１００．０１１０，１２０１００．０１０８，６１２合 計

３４．８３８，３００３６．１３９，２４２個人（住宅・消費・納税資金等）

雇用・能力開発機構等

７．２７，８８６４．６５，０２７地方公共団体

５８．１６３，９３３５９．３６４，３４３小 計

０．５６０１０．６６０７その他の産業

１１．６１２，７６５１１．９１２，９１５各種サービス

６．３６，９２４５．５５，９７０不 動 産 業

２．０２，２０７１．９２，０９０金融・保険業

１３．５１４，９１１１４．１１５，３１３卸売業・小売業

３．６３，９９６３．８４，０９３運 輸 業

０．０６０．０２４情 報 通 信 業

０．１１０７０．１１１７電気・ガス・熱供給・水道業

８．５９，３１２８．４９，０９１建 設 業

０．０３５０．０２０鉱 業

０．４４６１０．５５７７漁 業

０．０２０．１６４林 業

１．８１，９３４１．９２，０６１農 業

９．７１０，６６３１０．５１１，４０１製 造 業

構成比金 額構成比金 額
業 種 別

平成19年度末平成18年度末

△２０３，５８４５１３，６０５貸倒引当金合計

△２０２２，９５１△４９３，１５３個別貸倒引当金

１８１６３３１００４５２一般貸倒引当金

増減額期末残高増減額期末残高
項 目

平成19年度平成18年度

６５１，４６０貸出金償却額

平成19年度平成18年度項 目

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘

定」に係る引当は行っておりません。

貸出金種類別平均残高

消費者ローン・住宅ローン残高

有価証券種類別平均残高

貸出金業種別残高・構成比

貸倒引当金の内訳

貸出金償却額

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

１００．００２６，３７２１００．００２７，３０５合 計

９１．７２４，１８５９２．４６２５，２４５住 宅 ロ ー ン

８．２９２，１８６７．５４２，０６０消費者ローン

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成19年度末平成18年度末

貸出金使途別残高 （単位：百万円、％）

１００．００１１０，１２０１００．００１０８，６１２合 計

５０．３４５５，４４１４８．６７５２，８５９設 備 資 金

４９．６５５４，６７９５１．３３５５，７５３運 転 資 金

構成比金 額構成比金 額
区 分

平成19年度末平成18年度末

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

資金運用

１，５３１３，０８３３，４６９３１，８５１１６，００７平成19年度末
合 計

１，３８９４，７８３１，７８９３４，４１７１１，３０８平成18年度末

８１４５４平成19年度末
その他の証券

５４３平成18年度末

７９８平成19年度末
外国証券

１９６７９４平成18年度末

７１７平成19年度末
株 式

８４６平成18年度末

１，０５４２４，０８１９，００３平成19年度末
社 債

７９２２３，６７２３，２０８平成18年度末

平成19年度末
短期社債

平成18年度末

３００１，３０３２９９平成19年度末
地方債

３００１，３９２１０１平成18年度末

３，０８３２，１１５５，６１４６，７０４平成19年度末
国 債

４，７８３５０１８，５５９７，９９９平成18年度末

期間の定め

のないもの
１０年超

５年超

１０年以内

１年超

５年以内
１年以内区 分

有価証券種類別残存期間別残高 （単位：百万円）

２１５１００．００１１０，１２０平成19年度末
合 計

３６１１００．００１０８，６１２平成18年度末

１２．４９１３，７５４平成19年度末
信 用

１０．４５１１，３５４平成18年度末

１５１９．９９１１，００４平成19年度末
保 証

２９５１１．２８１２，２５５平成18年度末

３１．１２３４，２７２平成19年度末
信用保証協会・信用保険

２９．７８３２，３４２平成18年度末

６４４６．３９５１，０８９平成19年度末
小 計

６６４８．４９５２，６６１平成18年度末

平成19年度末
そ の 他

平成18年度末

４３．８３４８，２６９平成19年度末
不 動 産

４５．４６４９，３７２平成18年度末

平成19年度末
動 産

平成18年度末

０．０９１００平成19年度末
有 価 証 券

０．１１１２４平成18年度末

６４２．４６２，７１９平成19年度末
当組合預金積金

６６２．９２３，１６５平成18年度末

債務保証見返額構成比金 額区 分

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：百万円、％）

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

１１０，１２０１０８，６１２合 計

７１，１１０６６，９３９変動金利貸出

３９，０１０４１，６７３固定金利貸出

平成19年度末平成18年度末区 分
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７８．６９３，２０２５，８６１１１，５１７平 成 19 年 度
合 計

８０．４９３，２６７５，９１５１１，４０８平 成 18 年 度

５６．１９２３７８１０１，８６５平 成 19 年 度
貸 出 条 件 緩 和 債 権

５７．７５１０６４９８１，０４６平 成 18 年 度

７９．２６１４７７１１６平 成 19 年 度
３ か 月 以 上 延 滞 債 権

７２．４２８５０８１平 成 18 年 度

８２．５８２，９３１４，７１６９，２６１平 成 19 年 度
延 滞 債 権

８２．２０３，０７２５，０６０９，８９３平 成 18 年 度

１００．００１８２５６２７５平 成 19 年 度
破 綻 先 債 権

１００．００８０３０６３８７平 成 18 年 度

保全率

（B＋C）／A

貸倒引当金

（C）

担保・保証額

（B）

残 高

（A）
区 分

リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

１１０，５３１平成19年度
合 計

１０９，１８５平成18年度

９８，８８２平成19年度
正 常 債 権

９７，６３０平成18年度

５５．３９７７．８６９，０７０３，２０３５，８６６１１，６４９平成19年度
不 良 債 権 計

５８．０３７９．５４９，１９１３，２６７５，９２４１１，５５５平成18年度

２３．０８５７．５４１，１４０２５２８８７１，９８１平成19年度
要 管 理 債 権

１９．７５５８．８１６６３１１４５４９１，１２７平成18年度

５２．１１７１．９４４，４５７１，８９１２，５６６６，１９５平成19年度
危 険 債 権

５１．５９７１．７７４，８２８２，０２４２，８０４６，７２７平成18年度

１００．００１００．００３，４７２１，０５９２，４１２３，４７２平成19年度

破 産 更 生 債 権 及 び

これら に 準 ず る 債 権

１００．００１００．００３，７００１，１２９２，５７０３，７００平成18年度

貸倒引当金引当率
（C）／（A－B）

保全率
（D）／（A）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

貸倒引当金
（C）

担保・保証等
（B）

債権額
（A）

区 分

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

（注）１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行

令第９６条第１項第３号のイ．会社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務

者、ロ．民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、ハ．破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、ニ．会

社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、ホ．手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

２．「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以

外の未収利息不計上貸出金です。

３．「３か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１．および２．を除く）です。

４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債

務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。

５．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

６．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する

貸倒引当金は含まれておりません。

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債

務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の

受取りができない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債

権」以外の債権です。

５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

資金運用

14



経営内容（リスク管理体制）

自己資本は、主に基本的項目（Tier１）と補完的項目（Tier２）で構成されております。平成１９年度末の自己資本額

のうち、基本的項目では当組合が積み立てているもの以外のものは、地域のお客様からお預りしている出資金が

該当し、補完的項目では計上限度額以内の一般貸倒引当金が該当いたします。

自己資本調達手段の概要

自己資本の構成に関する事項

自己資本の充実の状況P．１０をご参照ください。

自己資本の充実度に関する事項

３，７６５９４，１４９３，６５５９１，３７５ハ． 単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

２９４７，３７３２９１７，２７９ロ． オペレーショナル・リスク

②証券化エクスポージャー

４６７１１，６８８４３８１０，９６５（�） その他

１７３４，３２８９９２，４９１（�） ３ヵ月以上延滞等

２９７７，４２５１３２３，３０１（�） 不動産取得等事業向け

２３４５，８７４２３１５，７９６（�） 抵当権付住宅ローン

８３７２０，９４８１，０１１２５，２８２（�） 中小企業等・個人向け

９０３２２，５８２９２９２３，２３８（�） 法人等向け

５３５１３，３９９５０８１２，７０２
（�） 金融機関及び

第一種金融商品取引業者向け

２１５２９１２３１７（�） ソブリン向け

３，４７１８６，７７６３，３６３８４，０９５
①標準的手法が適用されるポートフォリオ

ごとのエクスポージャー

３，４７１８６，７７６３，３６３８４，０９５イ． 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

所要自己資本額リスク・アセット所要自己資本額リスク・アセット

平成１９年度平成１８年度

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％

２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。

３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府

以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信

用保証協会及び漁業信用基金協会のことです。

４．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、

「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

５．「その他」とは、（�）～（�）に区分されないエクスポージャーです。具体的には信用保証協会付融資、株式、出資金等が含まれます。

６．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

７．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
÷８％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

（単位：百万円）

当組合は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・

安全性を充分保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充実策については、年度毎に掲げる収支

計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一義的な施策と考えておりま

す。

自己資本の充実度に関する評価方法の概要

15
（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。



経営内容（リスク管理体制）

信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当組合が損失を受けるリスクをいいます。当組

合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な定義や基本

方針、クレジットポリシー、ポートフォリオ管理を明示した「信用リスク管理要領」を制定し、信用リスク管理

態勢を構築しております。信用リスクの評価につきましては、厳格な自己査定を実施、SKC信用リスク管理シス

テム導入により取引先の財務状況・業況を把握し、適切な審査を行っております。

これら信用リスク管理の状況については、リスク管理委員会やALM委員会で協議検討を行うとともに、必要

に応じて常勤役員会といった経営陣に対する報告を行っております。

リスク管理の方針及び手続きの概要

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

６０，０４７５７，６７５５４，２７６５２，２４７１１０，５３３１０９，３４２２２４，８５７２１９，２６４残 存 期 間 別 合 計

１６，０６５１６，７３０１，４７５１，７０６１７，５４１１８，４３７期間の定めのないもの

３，０８３４，７８３３５，３９７３４，７８８３８，４８１３９，５７１１０ 年 超

３，０６１１，２９５１５，６８０１２，３５２１８，７４２１３，６４７７年 超１０年 以 下

３９９４９３１０，９０５１０，３１９１１，３０５１０，８１２５年 超 ７ 年 以 下

４，１１１７，６００８，５９４１５，８４６１３，２６２１６，３１１２５，９６９３９，７５６３年 超 ５ 年 以 下

１６，０００１５，６００２３，１３８１８，５３１９，８０６８，６３９４８，９４５４２，７７０１年 超 ３ 年 以 下

２３，８６９１７，７４５１５，９９７１１，２９９２４，００４２５，２２７６３，８７２５４，２７１１ 年 以 下

５，３５６４，２７４６０，０４７５７，６７５５４，２７６５２，２４７１１０，５３３１０９，３４２２２４，８５７２１９，２６４業 種 別 合 計

００９，６２５８，０６０２９８２９８６２１７１０１０，５４６９，０６８そ の 他

９７３７７１３１，７０１３２，０２７３１，７０１３２，０２７個 人

３２５，０９５２７，３９９７，９０１５，０５６３３，０００３２，４５５国・地方公共団体等

８５７７４５４４１４９１４，６９４１３，９２６１４，８４８１３，９３０各 種 サ ー ビ ス

９４４８２６９３２０９９９９７，１７９５，５２７７，３７３５，６４７不 動 産 業

５０，０１６４９，２１２１９，６４２１６，２０７２，２３３２，１２０７１，８９２６７，５３９金 融 ・ 保 険 業

１，２７２７６０８４１７７３９９３９８１６，４１４１８，０５６１６，８９８１８，６３１卸 売 業 、小 売 業

１７３１５６６２２６１，１９６１，１８９４，５７８４，７１１５，８３８５，９２５運 輸 業

９９９８６１１０６９９情 報 通 信 業

１，３９８９９４１６４１６４１，５６２１，１５８電気・ガス・熱供給・水道業

２０３３２４１９９１００１０，４４０１１，１１７１０，６３９１１，２１７建 設 業

４０２６４０２６鉱 業

５４１６８２５４１６８２漁 業

５６６５６６林 業

１６４１６７２，８１０３，０５５２，８１０３，０５５農 業

７６６５２５１５７１７６５，６９６５，４６５１１，２００１２，０９８１７，０５３１７，７３９製 造 業

５，３５６４，２７４６０，０４７５７，６７５５４，２７６５２，２４７１１０，５３３１０９，３４２２２４，８５７２１９，２６４地 域 別 合 計

７９８９９０７９８９９０国 外

５，３５６４，２７４６０，０４７５７，６７５５３，４７８５１，２５６１１０，５３３１０９，３４２２２４，０５８２１８，２７４国 内

平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度

エクスポージャー区分

地域区分

業種区分

期間区分

３ヵ月以上延滞

エクスポージャーその他

（投資信託等）
デリバティブ取引債 券

貸出金、コミットメン

ト及びその他のデリ

バティブ以外のオフ・

バランス取引

信用リスクエクスポージャー期末残高

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別） （単位：百万円）

（注）１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメント

の与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

２．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。

３．上記の「その他（投資信託等）」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分や期間区分に分類す

ることが困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。
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貸倒引当金は、「自己査定基準」「償却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区分毎に計算された貸

倒実績率を基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めており

ます。

貸倒引当金の計上基準

貸倒引当金の内訳P．１３をご参照ください。

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

６５１，４６０２，９５１３，１５３３，１５３２，９５１３，１５３合 計

１６３５３６９４６５４６５３６９４６５個 人

国・地 方 公 共 団 体 等

６１３７８１９８０２８０２８１９８０２各 種 サ ー ビ ス

８９５２６９３１７３１７２６９３１７不 動 産 業

金 融 ・ 保 険 業

０７５３５５６５７２５７２５５６５７２卸 売 業 、小 売 業

７０５７２５３２５３２５７２５３２運 輸 業

情 報 通 信 業

電気・ガス・熱供給・水道業

１７４１７８２１３０１３０８２１３０建 設 業

鉱 業

漁 業

林 業

２８２９２９２８２９農 業

８２０２５２３０６３０６２５２３０６製 造 業

平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度

貸出金償却
期末残高当期減少額当期増加額期首残高

個 別 貸 倒 引 当 金

（注）１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

２．本開示は、平成１８年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成１８年度の「期首残高」「当期増加額」「当期減少額」「期末

残高」の計数を算定しておりません。

業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

17
（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。



経営内容（リスク管理体制）

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しております。なお、エクスポー

ジャーの種類毎に適格格付機関の使い分けは行っておりません。

株式会社格付投資情報センター（R＆I）、株式会社日本格付研究所（JCR）、

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（S&P）

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担

保、有価証券担保、保証などが該当します。

当組合では、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざま

な角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置付けとして認識して

おります。ただし与信審査の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただ

いた上で、ご契約いただくなど、適切な取扱いに努めております。当組合が扱う担保には、自組合預金積金、有

価証券、不動産等、保証（人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等）があり、その手続きに

ついては、当組合が定める「事務規程」「不動産担保評価基準」等により、適切な事務取扱い及び適正な評価を行

っております。

また、手形貸付、証書貸付、割引手形、当座貸越、債務保証取引に関して、お客様が期限の利益を喪失された

場合には、当該与信取引の範囲において、預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リスク削減手法の一

つとして、当組合が定める「事務規程」や約定書等に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や手続

きを省略して払戻充当いたします。

なお、当組合が採用している信用リスク削減手法は適格金融資産担保として自組合預金積金、保証として民間

保証、政府関係機関保証が該当いたします。そのうち民間保証に関する信用度の評価については、適格格付機関

が付与している格付により判定しており、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクは個社やエクスポージャ

ーの種類に偏ることなく分散されております。

信用リスクの削減手法に関するリスク管理方針及び手続きの概要

リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

２０５，４５４１９，４０２２０２，６７８１６，５８５合 計

自己資本控除

３５０

２，０４１７７２１５０

４０，２３６１，６９９３６，１３４１，２９０１００

２６，３４４３１，８７８７５

９，４９４６，３７８５，２５４５，６６１５０

１６，１６７１５，９３４３５

６０，８１２１１，３２４６０，８８３９，６３４２０

２２，４４１１９，１９６１０

２７，９１５３２，６２７０

格付無し格付有り格付無し格付有り

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％） 平成１９年度平成１８年度

エクスポージャーの額

（注）１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。

２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。

信用リスク削減手法に関する事項
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信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

オペレーショナル・リスクとは、業務運営上における事務処理上のミスやシステム障害、役職員による不正行

為などによって損失が生ずるリスクです。当組合は「リスク管理の基本方針」「リスク管理規程」を制定し、組織、

管理体制を整備するとともに、リスクの分析・評価を行い、リスクの顕在化の未然防止及び発生時における影響

の極小化に努めております。特に事務リスク管理については、「事務リスク管理要領」に則り、事務規程の整備

及び遵守、定期的な内部監査の実施や事務指導・研修の強化により、本部・営業店が一体となり厳正な事務管理

に努めております。システムリスク管理については、「システムリスク管理要領」「セキュリティポリシー」「セキ

ュリティスタンダード」により管理・保護すべき情報資産、リスクを明確にし、管理体制を定め、安定した業務

遂行ができるよう、多様化、複雑化するリスクに対して管理態勢の強化に努めております。また、その他のリス

クへの対応としては、相談、苦情等受付対応の充実、顧客情報管理態勢の強化、各種リスク商品等に対する説明

態勢の強化など、顧客保護の観点を重視した管理態勢の整備に努めております。

当組合は、バーゼルⅡ対応としてオペレーショナル・リスク相当額の算定は、基礎的手法による計測を採用し

ております。これらリスクに関しては、リスク管理委員会において協議・検討するとともに、必要に応じて常勤

役員会といった経営陣に対する報告を行っております。

リスク管理の方針及び手続きの概要

１４６１０３２３２２２４� その他

６１５６００⑦ ３ヵ月以上延滞等

１１５８１９１９⑥ 不動産取得等事業向け

１，２２４１，３８００８⑤ 抵当権付住宅ローン

６，６９３５，０９４２，４３３２，７９４④ 中小企業等・個人向け

４０８３５１２０１２９６③ 法人等向け

② 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

① ソブリン向け

８，６４９６，９９５２，８８８３，３４４
信用リスク削減手法が適用された

エクスポージャー

平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度平成１９年度平成１８年度

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

クレジット・デリバティブ保 証適格金融資産担保

（注）１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

２．上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示第２２号）第４５条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポー

ジャー）、第４６条（株式会社産業再生機構により保証されたエクスポージャー）を含みません。

３．「その他」とは、①～⑦に区分されないエクスポージャーです。具体的には信用保証協会付融資等が含まれます。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当事項なし

当組合は基礎的手法を採用しております。

オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

証券化エクスポージャーに関する事項

該当事項なし

オペレーショナル・リスクに関する事項

19
（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。



経営内容（リスク管理体制）

銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、株式関連投資

信託、全国信用組合連合会や商工組合中央金庫等への出資金が該当します。

上場株式、株式関連投資信託等にかかるリスクについては、市場相場の変動による時価損益を日次および月次

にて測定、管理しており、運用状況に応じてALM委員会、常勤役員会に諮り、投資継続の是非を協議するなど、

適切なリスク管理に努めております。また、投資については、「有価証券運用職務権限」にて投資枠を定め、年

度毎の運用方針に基づきポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用を心掛けており、当組合が定め

る「市場関連リスク管理要領」「有価証券運用要綱」に基づき厳格な運用・管理を行っております。また非上場株

式に関しても、上場株式と同様に厳格な自己査定実施により適切な運用・管理を行っております。

リスクの状況は、財務諸表や運用報告書を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、そ

の状況については適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

なお、当該取引にかかる評価、会計処理については「有価証券運用要綱」及び日本公認会計士協会の「金融商

品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。

出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の手法及び手続きの概要に関する事項

出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

出資等エクスポージャーに関する事項

１，３００２，２９１１，３５１２，３４０合 計

６０７１，５９８５２９１，５１８非 上 場 株 式 等

６９３６９３８２２８２２上 場 株 式 等

時 価貸借対照表計上額時 価貸借対照表計上額
区 分

平成１９年度平成１８年度

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株

式等に含めて記載しています。

１１５償 却

１６売 却 損

３２１３１売 却 益

平成１９年度平成１８年度

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかかる売買損益は含まれておりません。

貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

△４４４３９評 価 損 益

平成１９年度平成１８年度

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

評 価 損 益

平成１９年度平成１８年度

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。
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金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指します。

当組合は金利リスクについて、債券相場の変動を日次にて、時価損益及び１０BPV法（０．１％金利変化した場合の時

価損益変化を計測）による価格変動リスクを月次にて測定、金利更改を勘案した期間収益シュミレーションによ

る収益への影響の定期的な測定を実施しております。また損失限度額、アラームポントを「有価証券運用要綱」

に定め、年度毎の運用方針に基づきポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用を心掛け、状況に応

じて運用方針、対応策等をALM委員会、常勤役員会にて協議しております。加えて評価・売却損益、主要指標

等を定期的に経営陣に報告し、適切なリスク管理に努めております。

リスク管理の方針及び手続きの概要

金利リスクに関する事項

当組合は、信用組合業界にて構築したSKC－ALMシステムを用いて以下の定義に基づいて算定しております。

○計測手法

「その他計算方式」………再評価法を用いて算出しております。

○コア預金

対 象………流動性預金（金利のつかないものは除く）

算定方法………①過去５年の最低残高

②過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高

③現残高の５０％相当額

以上３つのうち最少の額を上限

満 期………５年以内（平均２．５年）

○金利感応資産・負債

預貸金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する資産・負債

○金利ショック幅

９９％タイルまたは１％タイル値

○リスク計測の頻度

四半期毎

内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要

１，１３８１，５９６金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

平成１９年度平成１８年度

（単位：百万円）
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Ａ．預金業務

（イ）預 金

当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、

別段預金、納税準備預金等を取扱っております。

（ロ）譲渡性預金

譲渡可能な定期預金を取扱っております。

Ｂ．貸出業務

（イ）貸 付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

（ロ）手形の割引

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取

扱っております。

Ｃ．商品有価証券売買業務

取扱っておりません。

Ｄ．有価証券投資業務

預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、

株式、その他の証券に投資しております。

Ｅ．内国為替業務

送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。

Ｆ．外国為替業務

全国信用協同組合連合会の取次業務として輸出、輸入及び

外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。

Ｇ．社債受託及び登録業務

取扱っておりません。

Ｈ．金融先物取引等の受託等業務

取扱っておりません。

Ｉ．附帯業務

（イ）債務の保証業務

（ロ）有価証券の貸付業務

（ハ）国債等の引受け及び引受国債等の募集の取扱業務

（ニ）代理業務

（a）国民生活金融公庫、中小企業金融公庫、商工組合中

央金庫、独立行政法人住宅金融支援機構等の代理貸

付業務

（b）勤労者退職金共済機構等の代理店業務

（c）日本銀行の歳入復代理店業務

（ホ）代理業務（業務の媒介を含む）

信用協同組合連合会

（ヘ）地方公共団体の公金取扱業務

（ト）株式払込金の受入代理業務及び株式配当金の支払代理業務

（チ）保護預り及び貸金庫業務

（リ）振替業

（ヌ）両替

（ル）保険商品の窓販業務

（ヲ）証券投資信託の窓販業務

主要な事業の内容 （平成２０年４月１日現在）

22



手数料金額欄に記載の金額には、５％の消費税が含まれています。
詳しくは窓口へおたずね下さい。

主な手数料一覧表 （平成２０年４月１日現在）

３，１５０円１件につき異議申立預託手続手数料

組
戻
関
連
手
数
料

６３０円１通につき依頼返却手数料

６３０円１通につき不渡手形返却料

６３０円１通につき
取立手形店頭呈示料

［但し、６３０円を超える実費を要する場合はその実費を申し受けます。］

６３０円１通につき取立手形組戻料

６３０円１件につき送金、振込の組戻料

８４０円至急扱
１通につき上記以外の個別取立

代
金
取
立
手
数
料

６３０円普通扱

２１０円１通につき支払場所が東京手形交換所区域内のもの（注２）

２１０円１通につき支払場所がお取引店および当組合本支店のもの（注１）

６３０円普通扱 １件につき他行宛

手
数
料

送

金

４２０円１件につき当組合本支店宛

無料２１０円４２０円

１件

につき３万円以上
ホームバンキング

振

込

手

数

料

無料１０５円２１０円３万円未満

１０５円３１５円６３０円

１件

につき３万円以上
定額自動送金

１０５円１０５円４２０円３万円未満

無料３１５円６３０円

１件

につき３万円以上
ATM利用

無料１０５円４２０円３万円未満

無料４２０円７３５円

１件

につき３万円以上
総合振込

無料２１０円５２５円３万円未満

７３５円

１件

につき３万円以上
文書扱

窓口利用
５２５円３万円未満

無料５２５円８４０円

１件

につき３万円以上
電信扱

無料３１５円６３０円３万円未満

同一店本支店
他行宛種 類

当組合宛

為 替 関 連 手 数 料

２１０円日曜日・祝日

他行カード
郵貯カード

ご利用

２１０円１４：００以降
土曜日

１０５円９：００～１４：００

２１０円１８：００以降
平 日

１０５円８：００～１８：００

１０５円日曜日・祝日

当組合カードご利用 無料土曜日

無料平日

ATM ご 利 用 手 数 料

１，０００枚毎に

３１５円を加算
３１５円２１０円１０５円無料手数料

１，００１枚
以上

５０１～
１，０００枚

３０１～
５００枚

１０１～３００枚１～１００枚
両替枚数
（注）

両 替（ 円 貨 ）手 数 料

※同一金種への交換（新券への交換、汚損した現金の交換、記念硬貨の交換）および
両替機での両替（両替機設置店舗のみ）は無料とさせていただきます。

（注）両替枚数は、お客様が「ご持参された紙幣・硬貨の合計枚数」と「お持ち帰りに
なる紙幣・硬貨の合計枚数」のいずれか多い方の枚数となります。また、ご預金
のお預けまたはお引き出しの際、硬貨の枚数に応じて両替手数料と同額の手
数料をいただく場合があります。

４２０円１件につき当組合が取扱店でないもの税金・公共料金等納付取次手数料

そ
の
他
手
数
料

払込金額の２／１，０００＋消費税５千万円以上
株式払込手数料

払込金額の３／１，０００＋消費税５千万円未満

２，５２０円１件につき 年間保護預り

無料１口座につき国債口座管理手数料

７，５６０円～１８，９００円１庫につき年間（本店・飯岡支店）貸金庫

３，１５０円専用入金帳１冊（５０枚）につき
夜間金庫使用料

２，１００円基本手数料（月額）

１，０５０円基本項目について１通個人情報開示請求手数料

２１円１０枚を超える分１枚につき
取引履歴発行手数料

３１５円基本（１０枚まで）

５２５円
１通につき

随時発行
残高証明書発行手数料

３１５円継続発行

４，２００円１個につき夜間金庫のバッグ

再
発
行
手
数
料 ２，６２５円１個につき夜間金庫の鍵

１２，０００円～１５，０００円１個につき貸金庫の鍵

１，０５０円１枚につき（紛失・盗難・汚損のみ）カード（キャッシュカード・ローンカード・貸金庫）

５２５円１冊につき（紛失・盗難・汚損のみ）証書・通帳

５２５円１枚につき自己宛小切手

当
座
預
金
関
連
手
数
料

５２５円１枚につき
マル専手形

３，１５０円口座開設料１口座

５２５円１冊（２５枚綴）約束手形・為替手形帳

６３０円１冊（５０枚綴）当座預金小切手帳

そ の 他 各 種 手 数 料

１，０５０円初回利用時のみカードローン関連手数料その他

返済額（万円単位）×０．３１５％

但し、最低金額３，１５０円、上限金額

３１，５００円とさせていただきます。

証書貸付繰り上げ

返済手数料

（住宅ローンのみ）

住
宅
ロ
ー
ン
関
連
事
務
手
数
料

３，１５０円１件につきその他の条件変更
条件変更手数料

５，２５０円１回につき特約固定金利選択

７３，５００円全国保証�保証付住宅ローン事務取扱手数料

３１，５００円住宅ローン不動産担保事務手数料（短プラ連動型・一般住宅資金）

３，１５０～１０，５００円融資承諾証明書（融資見込額×０．０１％）

一
般
融
資
不
動
産
担
保
事
務
手
数
料

３１５円１通につき支払利息証明書

３，１５０円１件につき条件変更手数料（返済額の変更等）

１，０５０円１銘柄につき割引手形信用照会事務

５，２５０円１件につき根抵当権の抹消

１０，５００円１回につき担保物件の一部抹消

１０，５００円１回につき追加担保または極度額変更

上記に加え�共同担保で登記所が異なる場合

�遠隔地（当組合営業区域外）調査

��で旅費、交通費が必要な場合は、実費を加算させていただきます。

担保物件数が５筆（棟）を超え２５筆（棟）までは１筆（棟）増す毎に１，０５０円を加算します。

また、２５筆（棟）を超える場合は２５筆（棟）とします。

３１，５００円担保設定額３，０００万円以下

４２，０００円担保設定額３，０００万円超

融 資 関 連 手 数 料

１，０５０円１０５円基本手数料（月額）

法人のお客様個人のお客様項 目

ホームバンキング基本手数料

その他業務

（注１）（注２）手形期日まで当組合で保管するものに限ります。

※お取扱い１件あたり
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地域のみなさまとともに 

地域に貢献する当組合の経営姿勢 

　当組合は千葉県東総、北総、東葛地区を営業地区として、地域における中小企業者や住民のみな

さまが組合員となり、お互いに助け合い発展していくという相互扶助の考え方に基づき運営されて

いる協同組合組織の金融機関です。「地域社会の幸せづくりに奉仕する」を経営理念として地域経

済と関り、地縁・人縁により中小企業者や住民のみなさま一人一人の顔が見えるきめ細やかな取引

を通じ、事業の発展や生活の質の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考える活動を基本と

しております。また、地域社会の一員として当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文

化の向上に積極的に取り組んでおります。 

預金・融資を通じた地域貢献 

　地域のお客様からお預りした大切な預金積金は、中小企業者や個人のお客様に対するご融資とし

てご利用頂くことにより、お客様の事業の発展や生活の充実のお手伝いをしております。 

　当組合は、千葉県及び営業店が所在す

る市町村における中小企業向け制度融資

の取扱窓口に指定されております。 

　平成19年度は1,782件、9,513,075千円の

ご利用をいただいております。 

銚
子
商
工
信
用
組
合 

お
客
様
／
組
合
員 

預金積金残高：212,602百万円 

出資金残高：　　694百万円 

預 金 積 金  

出　資　金 

貸　出　金 

支援・サービス 

貸出金残高：110,120百万円 

貸出金以外の運用：104,877百万円 

個人向け融資 

9,969先 
38,300百万円 

●平成19年度 
中小企業向け制度融資取扱残高 

住　宅 2,765 先 
ローン 24,185百万円 

消費者 3,503 先 
ローン 2,186 百万円 

設備資金 20,375 百万円 

運転資金 43,557 百万円 

地方公共団体 

千葉県他　5市町 
7,886百万円 

事業性融資 

  3,491先 
63,933百万円 

　預け金や有価証券等で運用しております。預け金は主に全国信用協同組合連合
会への預け金としており、有価証券は安全性を重視し、国債等の債券を中心に運
用しております。 

地方自治体制度融資の取扱状況 

千葉県制度融資     1,550件　8,460,570千円 

各市町制度融資　   232件    1,052,504千円 

中小企業振興資金 

事業資金・サポート短期資金・小規模事業資金・ 
創業資金・挑戦資金・セーフティネット資金・ 
再生資金・観光施設資金・地域商業資金 

銚子市中小企業資金 

香取市中小企業資金 

匝瑳市中小企業資金 

旭市中小企業資金 

柏市中小企業資金 

横 芝 光 町 中 小  
企 業 振 興 資 金  

銚子市水産業資金 

富里市中小企業資金 

東金市中小企業資金 

八街市中小企業融資資金 

東庄町中小企業資金 

九 十 九 里 町 中 小  
企 業 融 資 資 金  

 

貸出金残高 
110,120 
百万円 

平成20年3月31日現在 
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銚子商工の地域貢献 

お取引先への支援の取り組み 

　当組合では、地域経済の活性化と振興への貢献活動として、自己査定上の債務者区分が要注意先

等のお取引先に対する経営改善指導等や事業再生支援、創業支援などに取り組んでおります。 

　当組合では、中小事業者や地域のお客様の資金ニーズにお応えするため、次のような融資商品をお

取扱いしております。 

融資商品のご案内と取扱実績 

○ビジネスローン　バックアップ　　○ビジネスサポート 

　地元中小企業者の方をご支援する、無担保、第三者保証不要の事業性資金です。 
お客様の資金需要にスピーディにお応えします 
○銚子商工　新型農業者ローン 

　農機具等購入資金、農業資材等の支払資金、その他農業に関する支払資金にご利
用いただけます。農業事業者の方を対象とした融資商品です。 

3,415 
件 
 

24,849 
百万円 

1,175 
件 
 

7,493 
百万円 

○銚子商工TKC経営者ローン 

　ＴＫＣ会員会計事務所と顧問契約を結び、ＴＫＣ会員会計事務所から紹介を受けら
れる法人、個人事業者の方を対象にした無担保、第三者保証不要の事業性資金です。

財務内容に応じて金利が優遇されます。 

○「スパート 3,000」、「アシスト 2,000」、「アクティブ 1,000」 

　地元中小企業者の方の資金需要にスピーディにお応えする千葉県信用保証協会付

事業性資金です。各商品最大3,000万円、2,000万円、1,000万円まで無担保でご利

用いただけます。 

事
業
者
向
け
ご
融
資 

平
成
１９
年
度
取
扱
残
高 

○銚子商工の住宅ローン 

　金利選択型住宅ローン、借換住宅ローン、無担保借換ローン、無担保リフォーム

ローン、がん保険特約付住宅ローン等の各種商品により、お客様のさまざまな住宅

資金ニーズにお応えします。 個
人
向
け
ご
融
資 

平
成
１９
年
度
取
扱
残
高 

　平成19年4月より管理部・経
営相談室を統合、経営指導部
を新設し、体制を整備致しま
した。 

また要注意先債権等のお取引先の健全化のため、当組
合内における企業再生委員会において、経営支援が必
要と思われるお取引先に対し、本部が営業店と連携し、
経営改善指導や経営情報提供等の支援を行い、正常先
へランクアップさせる取り組みに努めております。 

要 注 意 先 等 の  

ラ ン ク ア ッ プ  

へ の 取 り 組 み  

　お取引先企業の早期事業再
生を図るため、千葉県中小企
業再生支援協議会、千葉県産
業振興センターと連携し、専

門家派遣、金融支援等を通じ、お取引先企業と協調し
再生に向けて取り組んでおります。また、千葉中小企
業再生ファンドへ出資を行い、ファンドを通じた事業
再生支援を行っております。 

 

事 業 再 生 支 援  

　信用組合業界における情報
提供システム「あのねット」
を活用し、全国の信用組合と
お取引のあるお客様同士をイ
ンターネットで結び、ビジネ
スパートナー探しをサポート
する「あのねットビズ」、お取
引先の「収益力」「経営資源」
「財務」について経営診断を
行う「あのネットしんだん」
サービスを行い、お取引先へ
の情報提供を実施しております。 

ビジネスマッチング等

お 取 引 先 へ の  

情 報 提 供  

　起業による創業やお取引先
企業の新分野進出に対する資
金需要については、プロパー
融資および制度融資などを利

用し対応しております。さらに近隣金融機関とのシン
ジケートローン、協調融資に参加し、地域経済の活性
化を支援しております。また支援機能等の強化のため、
企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材育成を
図っております。 

創 業 ・ 新 事 業  

支 援  

○銚子商工の教育ローン 

　大学、短大等へ進学に伴う学費資金としてご利用いただけます。在学中はご融資

極度額内で繰り返し利用可能な「極度型奨学ローン」のほか、国民生活金融公庫に

よる教育ローン、銚子市在住の方が対象の学費資金「銚子市育英資金」等もお取り

扱いしております。 

25
（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。



ふれあいの輪を広げて 

銚子商工は地域社会の一員として、地域のみなさまのお役にたてるようさまざまな

　当組合は清掃活動「クリーンロード作戦」を全

役職員参加のもと毎年実施し、街の美化に努めて

おります。 

地域清掃活動の実施 

　地域の祭りをはじめとした多くの地域行事に

参加し、みなさまとのふれあいの輪を広げてお

ります。 

　当組合創立55周年特別企画として、佐原支店主催に

よる「がん（癌）講演会」を開催致しました。竜　崇

正先生による「がんから身を守るために」をテーマと

した講演が行われました。 

　また独立行政法人中小企業基盤整備機構の協力によ

り、地元事業者のみなさまを対象に中小企業専門講師

をお招きし、「中小企業会計啓発・普及セミナー」を

開催致しました。 

地域行事への参加 

セミナー・講演会の開催 

　本店および松岸支店にＡＥＤを設置致しまし

た。これにともない、緊急事態に迅速に対応がで

きるよう当組合職員が講習会を受講致しました。 

ＡＥＤ(自動体外式除細動器)の設置 
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地域へのサービス＆文化的社会的貢献活動 

活動をおこなっております。 

　「しんくみピーターパンカード」は、ショッピング

の利用額の一部を信用組合業界が選定したチャリティ

関連団体に寄付し、子供たちの育成を支援するカード

です。当組合は平成19年9月、匝瑳市のありのみ学園

へピーターパンカード寄付金を贈呈致しました。 

　また毎年全役職員からチャリティー基金を募り、歳

末たすけあい募金として近隣市町村への寄付を行って

おります。その他献血活動にも積極的に参加しており

ます。 

社会福祉活動の応援 

　当組合で年金をお受け取りになられている方が会員の

「ふれ愛倶楽部」は平成7年に設立され、現在会員数

15,027名（平成20年2月現在）となっております。会員の

方は生活サポートサービスなどの「ふれ愛サービス」が

無料でご利用になれます。 

　平成19年度はふれ愛旅行「月岡温泉 『白玉の湯華鳳』

と越後路の旅」を実施し、837名のお客様にご参加頂きま

した。 

銚子商工ふれ愛倶楽部 

　お客様の相談・苦情にお応えするために営業店に相談窓口を設置し、情報の一元管理をし、報告処理体制

を確立しております。また、組合内にコンプライアンス委員会を設置するとともに、各部店にコンプライア

ンス担当者を配置、コンプライアンス体制の充実を図っております。 

　当組合は情報発信として信用組合情報誌「ボンビバーン」

の配布や、商品や店舗、イベント等のご案内を当組合ホーム

ページ上で行なっております。 

銚子商工の情報発信／お客様の声にお応えして 

　創立55周年を記念して、金利0.55%適用、さらに抽選

で液晶テレビが当たる「ダブル55定期預金」を発売し、

お客様に大変好評をいただきました。 

　創立55周年特別企画として「世界遺産シリーズ第1弾中国

西安・北京4日間」を実施し、参加された273名のお客様に

「兵馬俑坑」「故宮」など世界遺産の素晴らしさを堪能して

いただきました。 

創立55周年を記念して 
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１台０４７６‐９３‐２２４１〒２８６‐０２２１ 千葉県富里市七栄２９８‐６富 里 支 店

２台０４３‐４４３‐３０１１〒２８９‐１１１５ 千葉県八街市八街ほ２４０‐３１八 街 支 店

１台０４７５‐７６‐５５６１〒２８３‐０１０４ 千葉県山武郡九十九里町片貝６６８５九十九里支店

１台０４７５‐５４‐０１２３〒２８３‐０８０２ 千葉県東金市東金１０５９東 金 支 店

１台０４７９‐８２‐２２２１〒２８９‐１７３２ 千葉県山武郡横芝光町横芝２１３８‐１横 芝 支 店

１台０４７‐３６７‐２１１５〒２７１‐００７７ 千葉県松戸市根本１１‐４松 戸 支 店

１台０４‐７１６４‐３９５５〒２７７‐０００５ 千葉県柏市柏３‐４‐１４柏 支 店

１台０４７９‐７３‐３９５５〒２８９‐２１０２ 千葉県匝瑳市椿１２６８‐１４２干 潟 支 店

２台０４７９‐６２‐３１７１〒２８９‐２５１６ 千葉県旭市ロ１４４３旭 支 店

２台０４７９‐５５‐５７５７〒２８９‐２６１３ 千葉県旭市後草２０２２‐８海 上 支 店

１台０４７９‐５７‐５５００〒２８９‐２７１２ 千葉県旭市横根１２８０‐１飯 岡 支 店

２台０４７８‐５２‐５１６７〒２８７‐０００３ 千葉県香取市佐原イ５４０佐 原 支 店

２台０４７８‐８２‐２１７１〒２８９‐０３１３ 千葉県香取市小見川７９９‐２小見川支店

１台０４７８‐８６‐１１２３〒２８９‐０６０１ 千葉県香取郡東庄町笹川い４７１３‐７４東 庄 支 店

１台０４７９‐３３‐１２１１〒２８８‐０８６３ 千葉県銚子市野尻町６８‐１椎 柴 支 店

２台０４７９‐２２‐８８２２〒２８８‐０８３６ 千葉県銚子市松岸町３‐２７３‐１松 岸 支 店

１台０４７９‐２５‐５７００〒２８８‐０８１５ 千葉県銚子市三崎町１‐１５６‐４三 崎 支 店

１台０４７９‐２２‐４１１１〒２８８‐０００７ 千葉県銚子市愛宕町３５２０‐６愛 宕 支 店

１台０４７９‐２２‐３７１０〒２８８‐０００２ 千葉県銚子市明神町２‐３０９‐５川 口 支 店

２台０４７９‐２２‐３７３７〒２８８‐００６６ 千葉県銚子市和田町７‐８清 水 支 店

１台０４７９‐２２‐４３３３〒２８８‐００５６ 千葉県銚子市新生町１‐４５‐２３新 生 支 店

３台０４７９‐２２‐５３００〒２８８‐００４３ 千葉県銚子市東芝町１‐１５本 店

ATM電 話住 所店 名

〒288-0043 千葉県銚子市東芝町1-15

TEL：0479-22-5335（代表）

http : //www.choshi‐shoko.co.jp

店外ATM店

銚子市役所

潮来市
神栖市
稲敷市の一部
（余津谷、清久島、橋向、押砂、曲渕、四ッ谷、

六角、結佐、佐原組新田、手賀組新田、八千石、

神崎神宿、野間谷原、神崎本宿、阿波崎新田、

下須田新田、今、伊佐部、阿波崎、下須田、

釜井、上須田、飯島、上之島、西代、八筋川、

境島、大島、三島、本新、石納、佐原下手、

脇川、中島、幸田、市崎、福田、東大沼、町田、

清水、新橋、佐原、光葉）

茨 城 県

銚子市 松戸市 香取郡
旭 市 流山市 山武郡
香取市 野田市 印旛郡
匝瑳市 八街市
東金市 印西市
山武市 白井市
成田市 富里市
我孫子市
柏市
千葉市の一部
（緑区土気町、大椎町、大木戸町、小山町、越智町、

高津戸町、大高町、上大和田町、小食土町、

板倉町、下大和田町、あすみが丘１丁目～９丁目）

千 葉 県

店舗一覧表（事務所の名称・所在地・自動機器設置状況） （平成２０年４月１日現在） 地区一覧 （平成２０年４月１日現在）

索 引 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」等で規定されております法定開示項目です。

■ごあいさつ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

【概況・組織】

事業方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

＊事業の組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

＊役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）・・・・・・・・４

総代会について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

＊店舗一覧（事務所の名称・所在地）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

自動機器設置状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

地区一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８

組合員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

子会社の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

【主要事業内容】

＊主要な事業の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２

＊信用組合の代理業者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取扱いなし

【業務に関する事項】

＊事業の概況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

＊経常収益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

業務純益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

＊経常利益（損失）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
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